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VI. 調査のまとめ

１．今後の課題 

（1）今後の進め⽅
今年度は「埼玉県東南部地域５市１町緑と農の地域資源活用検討会」の組成２年目となり、

昨年度の調査成果を踏まえ、実証調査を進展させた

今後はこの検討会をベースに、５市１町の広域連携の中では途に就いたばかりの、緑と農

の地域資源活用分野での連携推進を進めることが求められる。

●広域連携⼿法の実装化
昨年度の基礎的調査、本年度の実証調査の成果を踏まえ、５市１町の緑と農の地域資源活

用分野での広域連携の手法の実装化を図るべく検討を進める。

●保全・活⽤計画の進展
昨年度の基礎的調査成果をもとに本年度実施した緑と農の地域資源保全・活用実証調査に

関して、単なる試行に終わらない様に、本年度のモデル事業の成果や課題を踏まえ、更なる

保全・活用計画の検討及び実施を進める。

●検討会の継続・成⻑
「埼玉県東南部地域５市１町緑と農の地域資源活用検討会」の継続を図り、更なる協働や

連携の実効性を発揮できる様に、組織体の成長を進める段階にある。

その為には、現在の環境政策担当課による委員構成に加え、適宜必要に応じ公園緑地、農

業政策、河川管理、教育委員会、観光政策 等の担当課も招聘を図り、連携する事が望まれ

る。

また、必要に応じて本圏域に多くの団地を抱え、豊富な団地内緑環境を保有する UR 都市

機構などの関係関連機関との連携も望まれる。
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（2）今後の課題

今年度の調査では、取組-1 により「昨年度調査成果の更新」を図った。また、取組-2、取

組-3 において、昨年度に仮説的に立案した「モデル地区の選定と保全・活用計画案」をベー

スに、「本圏域における緑と農の地域資源の保全・活用計画」及び、「本圏域における緑と農

の地域資源の普及啓発計画」を検討し、その一部を試行の形で広域連携としての実証調査を

行った。

今後は、これらの成果や課題点を活かし、「緑と農の地域資源の保全・活用」の更なる推

進を図る計画検討を行うと共に、本圏域における広域連携の深度化を進展させる。

●広域連携⼿法の実装化
本年度の検討し試行を図った、広域連携の為の汎用的システムである「共同利用手法」、

「汎用型ガイドライン手法」に関し精査を図る。

今後は、本年度の試行の成果や課題点を活かし、実効性の高い広域連携手法の実装化を検

討する段階にある。

また、 5 市 1 町で共通的に活用できる、汎用型の指針やガイドラインなどのツール開発

を進める。

●関係・関連団体との協働
本年度の検討し試行を実施した教育機関と連携した普及啓発活動の、更なる展開を図る事

が求められる。

大学以外にも、様々な関係・関連教育機関との協働連携を模索する。

また、本圏域に豊富な団地内緑環境を保有する UR 都市機構などの関係関連機関との連携

も検討する。

●モデル計画・モデル事業の推進
本年度選定されたモデル地区での、保全・活用計画の実施に向けた 5 市 1 町の連携・協働

の推進が求められる。

また、モデル地区の選定システムを発展・継承及し、将来的にはそのシステムの制度化を

図り、対象地区の更新や増設を検討する事が望まれる。

また、モデル計画については、継続的に精査・検討を深め、各市町の行政計画への反映や

施策化に結び付ける事が求められる。
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2．広域連携における汎⽤的⼿法の検討 

（1）⾃然資源活⽤のための広域連携の推進フロー

Ⅱ. 圏域の自然環境管理団体の実態調査 

(1) 圏域内の自然環境管理団体の把握

(2) 活動に関する支援・助成制度の把握

(3) 教育機関との連携・協働の把握

検討会

事務局の成果の報告と検討 

事務局の組成 

Phase

1 

Phase

２ 

Ⅰ. 圏域の自然資源の実態調査 

(1) 自然的現況、都市的現況の解析

(2) 各市町の行政計画論の整理

(3) 農に関する現況の解析

検討会

事務局案に基づく試行実施 

検討会の組成 

 各市町の環境行政部局、公園
緑地部局、農政部局 等

 都道府県、市民団体、JA 等
の関係団体

検討会

事務局の成果の報告と検討 

図Ⅵ-１ 自然資源活用のための広域連携の推進フロー 

Phase

３ 

検討会

事務局の成果の報告と検討 

Ⅴ. 圏域における広域連携の検討 

(5) 汎用的連携システムの構築

①共同利用手法

②汎用型ガイドライン手法

(6) 広域連携による保全・活用計画の試行

①保全・活用モデル事業

②普及啓発計画

Ⅲ. 圏域の自然環境の解析 
(1) 自然資源の解析、自然資源のタイプの抽出

(2) ネットワークの抽出

(3) モデル地区の選定

Ⅳ.「保全・活用計画」の検討 
(4) 「保全・活用計画」の立案

①モデル地区の抽出、モデル計画

③ネットワーク軸「活用計画」

Phase 

４ 

Ⅵ. 圏域における広域連携の実装化 

(7) モデル計画・モデル事業の推進

(8) 汎用型ガイドライン手法の構築

①汎用型マニュアル

②共通施策

(9) 関係・関連団体との連携の検討

①市民活動団体

②UR 都市機構

基
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